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特集

再生可能エネルギーにおける日本の位相

Present Status of Japanese Renewable Energy Deployment in Comparison with 
Germany

八ッ橋　武　明＊
Yatsuhashi Takeaki

はじめに
　2012 年 7月に固定価格買取制度で再生可能
エネルギーの導入に本格的に取り組み始めた日
本は、2年あまり後の今年9月に早々と全国各
地で太陽光発電の接続拒否問題を引き起こし、
先々の懸念を生じている。他方でドイツはエネ
ルギーベンデ（エネルギー大転換）のもとで再
生可能エネルギーの導入を積極的に進め、既に
再生可能エネルギーが電力エネルギーとしては
主流の位置に到達している。なぜこの様な違い
が出来たのか、ドイツと日本の導入の経緯を比
較検討し、この様な差を作り出した要因は何な
のか、現在日本はどの様な位置にあるのかを整
理することとした。

1．日本の再生可能エネルギー導入の経緯
1．1　～2000年　黎明期
（1）時代背景：オイルショックから地球温暖
化へ
　再生可能エネルギーの導入については、日本
では 1973年のオイルショックの直後に、エネ
ルギーの安定供給を目指した一環として、当時
の通産省が石油代替エネルギーの研究開発を行
う「サンシャイン計画」をスタートさせたこと
が起点である。その計画では太陽光発電、太陽
熱発電、地熱発電、風力発電、海洋温度差発電
などの研究開発が、石炭のガス化・液化ととも
に推進された。これらにはその後に 1980年か
らＮＥＤＯ (新エネルギー・産業技術総合開発

機構）に引き継がれている。この成果はその後
の実用に寄与しているが、再生可能エネルギー
利用が次に話題になってきたのは、1992 年の
リオデジャネイロで行われた地球サミット辺り
からである。
　地球サミットでは持続可能な開発に向けた地
球規模でのパートナーシップを構築する「環境
と開発に関するリオデジャネイロ宣言」がなさ
れ、気候変動枠組条約が提起された。これで地
球規模で温暖化ガスを削減する努力の必要性が
明確に位置づけられた。この動きと相俟って、
ＣＯ2削減のためにエネルギーを化石燃料から
再生可能エネルギーに変えていく動きが強まっ
てきた。政府は1994年に「新エネルギー大綱」
を、その後に 1997年には「新エネルギー利用
等の促進に関する特別措置法」決めて導入支援
策を打ち出した。なお 1997年には京都議定書
が採択されている。

（2）太陽光発電
　この様な状況下で分散電源の系統連携の技術
要項が 1993年に改訂され（1）、小規模再生可能
エネルギーの分散電源の系統接続と余剰電力の
買取が始まった。その中の注目される動きは、
1994年から「家庭用太陽光発電モニター事業」
の補助事業が始まったことである。補助金であ
る程度はメリットのある家庭電力利用を実現
し、家庭利用の増加を実現した。初めは1／ 2
補助、その後は1／ 3補助となり、この様な市
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場拡大と太陽電池の販売価格が相俟って、市場
の拡大を推進した。結果的にこの補助事業は限
定された戸数ではあるが一般家庭への太陽光発
電の導入を進めた（2）。これが太陽電池の生産
成長の誘因となり、1999 年には日本は太陽電
池の生産量世界一を達成し、その後しばらくは
輸出を増やして世界の太陽電池供給源になって
いく。図1-1には電力用太陽電池の国内出荷量
を示している。例えば 1993 年の 5.4MWから
2000年の 112MWを見ると約 28倍の供給量の
増加で、かなり急成長していたことが分かる。
　なお太陽光発電でもう一つ注目すべき動きが
ある。それは市民共同発電所の建設で、第1号
は 1994年に宮崎県串間市に作られた「ひむか
1号」である。当時九州電力が原発を予定して
いた近くに反対運動の市民団体「太陽光・風力
発電トラスト」が市民からの資金提供を受けて
3.5KWの太陽光発電所を作った。気候変動対
策を意識し、なおかつ持続的社会の建設を目指
して放射性廃棄物を残す原発に反対する、ある
意味では象徴的な活動であったが、市民団体は
発電施設という生産財を市民が所有することの

意義を重視していた（3）。市民共同発電所はこ
の後少し置いて、1997 年の京都議定書採択の
頃から、国内では増え始める。滋賀県で始まり、
次いで神奈川県、大阪府など方々で、2000 年
までにはおよそ 50カ所程度が建設される。動
機はどの場合もほぼ同様で、脱化石燃料、脱原
発、持続社会化、分散社会化が指向されていた。
　またこの様な市民運動の背景には、当時の西
欧で進展しつつあった市民主導の太陽光発電施
設や風力発電施設の建設の動きがあった。西欧
ではこの動きは市民運動と政策支援措置が融合
して、事業者の経済合理性を実現し、一定規模
で進展した。しかし日本ではそうはならず、全
体としては象徴的な傾向で推移した。

（3）風力発電
　90年代に成長を始めたもう一つの再生可能
エネルギーの代表格は風力発電である。この場
合もエネルギーの安定供給と温暖化対策という
社会要請を背景にＮＥＤＯによる導入促進策が
採られ、90年代後半から導入が増加し始めた。
太陽光の場合とは異なり、主に3つのタイプで
導入が進んだ（4）。1つは「ＮＥＤＯモデル事業
型」で、ＮＥＤＯの風況調査と関連する自治体
の共同作業で、観光施設を兼ねたモデル事業と
して、初期の役割を果たした。2つめは「企業
落下傘型」で、民間企業が収益が上がる産業と
して大規模なウィンドファーム建設に進出し
た。初期は北海道各地が代表例で、90年代中
頃は輸入品が中心だが、1999 年になると苫前
の 1000KW　20基が国産で建設されるように
なっている。3つ目は自治体主導の「町おこし
型」で、山形県立川町のように延べで9基の発
電塔を建てて、売電収入を得るとともに観光と
ともに町の電力の3割相当をも発電し、風をコ
ンセプトに様々な町おこしを進め、環境先進地
域として「風のまち立川」を全国に情報発信し
ている。またいずれの場合も設置には補助金が
付いている。
　この様に幾つかのタイプで進展した風力発電

図 1-1　太陽光発電増加量 1990-2000（MW）
出所：太陽光発電協会

図 1-2　風力発電増加量 1990-2000（MW）
出所：風力発電協会
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の設備建設状況は図1-2の様になっている。90
年代後半から「企業落下傘型」が増え始めて、
年度の導入量が増加している。全体としては太
陽光発電の半分程度となっている。2000 年累
積量は 14万KWである。なお世界と比べると
2000年末でドイツ611万KW、デンマーク230
万 KWであり、日本の導入量はかなり小さい
状況にある（5）。

1．2　2000年～2011年3月　育成模索
期
（1）太陽光発電
　この時代に再生可能エネルギーの動きは色々
あるが、主な動きは太陽光発電と風力発電にあ
るので、その動きを中心に見ていく。まずは太
陽光発電の動きである。
　2000年から 2011年までの太陽光発電の年ご
との導入量を図1-3に示す。1990年代の後半に
補助金支援を受けて、住宅用太陽光発電市場は
成長した。市場拡大とともに設備の出力当たり
の単価が下がり、補助対象の件数が増加し、市
場が拡大していく。発電単価は約 180 万円 /
KW（1994 年）から約 70万円 /KW（2002 年）
に降下が進む。さらに国の補助金に自治体の補
助金がついたりする。国の補助金は 2005年ま
で続き、その時点で打ち切られている。当時は
国内市場以上に海外市場が増えており、例えば
2005年を見ると、国内生産の 65％は海外に輸
出されている。この様な市場状況から国の補助
金は廃止されたと見られる。

　ところが 2005年を過ぎると国内市場は減少
を始める。2003年までは世界一の設置量であっ
たが、2004 年はドイツに抜かれる。2008 年に
は生産量でドイツ、中国に抜かれる。これらの
状況変化の中で2008年に再び補助金が始まる。
次に 2009年度からは「エネルギー供給構造高
度化法」の一環で、太陽光発電に対しては「余
剰電力買取制度」が始まり、住宅用では余剰電
力を48円/KWhで10年間買い取ることとなっ
た。原資は太陽光発電促進付加金で、すべての
国民が負担することとなる。いわば「太陽光発
電のための固定価格買取制度」である。2010
年に買取価格の見直しがあり、住宅用は 42円
/KWhとなっている。この制度は 2012 年 7月
に現在の固定価格買取制度に引き継がれる。図
1-3 では、この様な国の支援制度の効果があっ
て立ち上がる太陽光発電市場（住宅用）の成長
を読み取ることが出来る。日本では太陽光発電
は住宅用で成長し、支援措置の効果は大きいも
のであった。なおメガソーラーは支援措置がな
いため、作られていない。

（2）風力発電
　次に風力発電を見ていく。風力発電の年ごと
の導入量を図1-2で示す。この頃になると風力
発電は大規模化し、1 基が 1500KW から
2000KWとなり、それらがウインドファームと
して林立されるようになることもあって、グラ
フは凹凸が激しい。この凹凸にはもう一つの問
題が示されている。1998年に各電力会社は「風
力発電からの長期電力の買取メニュー」を公表
し、従来の売電価格（＝電気料金）より1割程
度下げるが買取期間は15年から 17年の範囲に
延長することとした。これが事業家の意欲を刺
激することとなる。長期的に売電が保証される
なら、事業は著しくリスクを減らすことが出来
るためである。しかしさらにその 1年後には、
逆に意欲をそぐ条件が公表される。すなわち導
入量に枠（電力網による安定供給を損なわない
電力量）を設定し、入札制度を採用することと

図 1-3　太陽光発電増加量 2000-2011（MW）
出所：太陽光発電協会
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したことである（6）。例えば北海道電力の場合
は15万KWである。これによって風力発電の
導入意欲は減退し、建設は様々な調整を迫られ、
五月雨的な建設となる。導入量は図1-4に示し
たようにしたように不連続で、増加傾向を示す
ことは出来ないものとなった。
　この様な事実から風力発電の円滑な導入は困
難となったが、ここで現れた問題は風力発電の
ような変動電源を許容出来る量は、受け取る地
域電力会社の需要規模と密接な関係があり、そ
れが小さい場合には、必然的に小さくなってし
まう点である。例えば北海道電力の場合、15
万KWの枠は2002年まで維持され、次には25
万KWに改訂された。その後にさらに 3回の
改訂があり、本州との連携も組まれて、現在で
は56万KWとなっている（7）。量が徐々に拡大
される評価法が論点になるが、同時に本州との
連携線がより太くなれば、許容量はさらに増え
る。このことは、地域独占の電力会社形態は、
必然的に再生可能エネルギー大量導入には向か
ないことを示している。枠の設定についても、
情報の公開性の点で問題指摘がなされる場合が
あった。

（3）ＲＰＳ法
　なお 2000年代の初期の再生可能エネルギー
を巡る政策については、もう一つ触れておくこ
とがある。ＲＰＳ制度（Renewable Portfolio 
Standard）である。ＲＰＳ制度は 2002 年 5月
に成立し、2003 年 4月から施行された「電気
事業者による新エネルギー等の利用に関する特

別措置法」で規定されている。内容は電気事業
者（電力会社）に毎年新エネルギーによる電力
の購入量を割り当て、その購入を義務づけるこ
とによって、新エネルギーの普及を促進しよう
とするものである。この場合、新エネルギーに
は太陽光、風力、バイオマス（バイオマス由来
分の廃棄物発電を含む）、水力（水路式）、地熱
となっている。電気事業者に割り当てられる義
務量目標は、2003 年が 73.2 億 KWhで全電力
の 0.87％ 、7年後の 2010 年は 122 億 KWhで
全電力の 1.35％ となっていた。途中の評価で
この目標値が達成可能であることが表明されて
いる（8）が、他方では目標値が小さくて、諸外
国と比較すると新エネルギー増加の目標そのも
のが小さすぎて、政策効果には疑問が持たれて
いた（9）。
  このＲＰＳ法制定の前には、当時欧州で政策
効果を見せていた固定価格買取制度と同種の法
案を目指す運動があった。1998 年から始まっ
た「自然エネルギー促進法」を目指す市民運動
で、超党派の国会議員約250名からなる自然エ
ネルギー議員連盟と連携して、自然エネルギー
市民立法を目指した。他方で経済産業省資源エ
ネルギー庁はこの案とは方式が異なり、購入枠
を決めてその枠内で競争を促し、費用効率性を
達成しようとする制度を打ち出し、最終的には
これがＲＰＳ法として制度化された。この過程
は報告に詳しいが、決定過程の合理性には疑問
が出されていた（10）。
　ところＲＰＳ法施行の渦中ではあったが、
2005 年までの太陽光発電の補助金が廃止され
た以降の太陽光発電に関する状況が後退する中
で、別途支援策が必要とされ、2008 何から再
度補助金を復活させた。さらに2009年から「太
陽光発電のための固定価格買取制度」を始めざ
るを得なくなり、その後に 2012 年 7月に現在
の固定価格買取制度が始まり、ＲＰＳ制度はそ
の時点で廃止されるに至った。結果的には
2000 年前後に市民運動が提起した制度の方が
妥当だったことを示している。

図 1-4　風力発電 2000-2011（MW）
出所：風力発電協会
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1．3　2011年3月11日～　再生可能エネ
ルギー育成期
（1）固定価格買取制度
　2011 年 3月 11日に東日本大震災が発生し、
福島第一原発の爆発事故と放射能汚染が起こ
り、原発への信頼度は地に落ちて、再生可能エ
ネルギーに関する期待は大きく増すこととな
る。2009年 11月から始まった「太陽光発電の
ための固定価格買取制度」は、民主党政権下で
太陽光以外にも拡大することが検討され、通称
で「固定価格買取制度」、「ＦＩＴ」（Feed-in 
Tariff ）（正式には「電気事業者による再生可能
エネルギー電気の調達に関する特別措置法」）
として 2011 年 8月に国会で成立し、2012 年 7
月 1日から施行されることになった。
　この制度はＲＰＳが導入枠を決めるのと異な
り、一定期間の買取価格を事前に決めることに
より再生可能エネルギー事業者の事業リスクを
減らし、事業参入を促進しようとするものであ
る。ドイツなど欧州で多く採用されている制度
とほぼ同じである。価格は一定の内部利益が出
るように設定される。それにより参入を促進し、
市場拡大によるコスト低下を促し、循環的に次
の参入者の事業での価格低下を進めることによ
り、新しいエネルギーの社会定着を進めるもの
である。欧州諸国ではその実績が示されていた。
　エネルギーの種類については、日本の場合に
は、太陽光、風力、中小水力、地熱、バイオマ
スの5種類が対象とされた。さらにこの5種類
が表1-1と表 1-2に示すように、太陽光は2つ、
風力は 3つ、地熱は 2つ等のように、18種類
の電源種類に分けられ、それぞれの買取価格が
決められている。なお太陽光は毎年価格が変

わって価格低下が進行中であるが、他は現時点
までは不変である。また買取期間は基本は 20
年であるが、太陽光 10KW未満は 10年、地熱
は 15年となっている。この間は初期の価格が
そのまま維持されて、再生可能エネルギー電力
が購入される。
　この様にして開始したＦＩＴによって、日本
の再生可能エネルギーは大きく動き出すことに
なる。電源種類によって様々な動きが出ている。
現時点までの成果を表に示す。買取価格は経済
産業省から設備認定を受けた段階で決まり、そ
の後に工事が行われて電力の導入に至るので、
認定量と導入量には差がある。その両方を示し
たのが表1-3である。
　導入量と構成比を見ると、次の点が分かる。
① 導入のほとんどが太陽光発電である。構成比
は98％で、他はかなり小さい。
② 太陽光発電では、非住宅が約8割、住宅が 2
割で、非住宅が多い。非住宅は大部分がメガ
ソーラーである。
③ 認定量では非住宅が8割強である。メガソー
ラーの認定が断然大きいことが分かる。非住
宅の導入量／認定量を見ると約15％であり、
まだ建設待ちの量が断然多いことも分かる。
④ 風力、中小水力、地熱、バイオマスは導入量
／認定量がいずれも 10％以下であり、建設
待ちが多いことが分かる。
⑤ 風力は有望視されている電力源であるが、
2012 年 7月から 1万KW以上が環境アセス
メントの対象となり、このために3～ 5年は
遅れることとなり、導入量の増加が遅れてい
る。
⑥ 中小水力、地熱、バイオマスについては、リー
ドタイムの点でまだ導入は少なく留まってい
る。
  以上から全体的な傾向は非常に単純である。
① 太陽光非住宅では、今までは公的支援の対象
とならなかったメガソーラーの建設計画が著
しく多数提案され、15％は導入されたが、
85％は建設待ち、ないしは建設中である。

表 1-1　太陽光発電の買取価格（KWh/ 円 年で変化）

電源種類 2012 2013 2014

太陽光
10KW未満 42 38 37

10KW以上 40 36 32

　出所：資源エネルギー庁（11）
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② 太陽光住宅については 100 万 KW／年台の
導入が進んでおり、これはＦＩＴ以前のペー
スとほぼ同程度となっている。
③ 他は法規制やリードタイムに合った進捗と
なっている。
　従ってメガソーラーはビジネスとしては非常
に魅力的な条件が設定された様である。日射量
等の自然条件の有望さに加えて、買取価格が魅
力的に設定されたと言うことである。
　ところで非住宅における 6600万KWの太陽
光発電の認定量の急増は、確かに驚くべき量で
あるが、同時に電力会社の接続拒否問題を引き
起こすこととなった。2014年 9月 24日に九州
電力が、「7月末現在の申込量が全て接続され
た場合、太陽光・風力の接続量が約 1260 万
KWにも達し、昼間の電力量を上回り、電力の
需給バランスが崩れ、安定供給が出来なくなる」

ためにしばらくは申込の回答を保留し、対策を
検討してから回答する旨の発表を行った。これ
に続き、9月 30日には北海道電力、東北電力、
四国電力、沖縄電力が同様の回答保留の発表を
行った。元々ＦＩＴの制度にはこの様な事態の
可能性は謳われているものであったが、これに
よって関連業界は騒然とすることとなり、最終
的には資源エネルギー庁が委員会で検討し、そ
の結果を早期に示すこととなっている。なお変
動エネルギーの許容量の問題は、再生可能エネ
ルギーの利用が始まった 1990年台から風力発
電で問題となっており、それが今度は太陽光発
電で再現されたことである。この点は重要な問
題なので、後に再度触れることとしたい。

（2）エネルギー基本計画
　再生可能エネルギーの動向を左右する可能性

表 1-2　太陽光以外の買取価格（現在までは年で変化なし）

電源種類 KWh/ 円 電源種類 KWh/ 円 電源種類 KWh/ 円

風力

20KW未満 55

バイオマス

発酵ﾒﾀﾝ 39
中小水力
（新設）

200KW未満 34

20KW以上 26 未利用木材 32 200 ～ 1MW 29

洋上 36 一般木材 24 1 ～ 30MW 24

地熱

1.5 万 KW未満 40 廃棄物系 17 中小水力
（導水管
利用）

200KW未満 25

1.5 万 KW以上 26 ﾘｻｲｸﾙ木材 13 200 ～ 1MW 21

1 ～ 30MW 14

　出所：資源エネルギー庁（11）

表 1-3　ＦＩＴによる導入量と認定量（2014.08 末まで）

電　源　種　類 導入量万KW 構成比% 認定量万KW 構成比% 導入量 /認定量

太陽光

住　宅 256 20.3 307 3.8 0.834

非住宅 976 77.8 6636 82.6 0.147

小　計 1232 98.1 6943 86.5 0.177

風　　　　　力 11 0.9 130 1.6 0.085

中　小　水　力 3 0.2 32 0.4 0.094

地　　　　　熱 0 0.0 1 0.0 0.000

バイオマス 9 0.7 925 11.5 0.010

合　　　計 1255 100.0 8031 100.0 0.156

　出所：資源エネルギー庁（11）公表値（2014 年 8 月まで）より作成
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のある事項として、次に触れるのは国のエネル
ギー基本計画である。エネルギー基本計画は
2003 年から作られ始め、2次が 2007 年、3次
が 2010年に作られた。2010年のエネルギー基
本計画は民主党政権下で作られ、温暖化ガスを
1990年比で 25％削減するために、2030年には
原子力発電の比率を53％にするとしていた（12）。
しかし福島第一の事故で事態は一変した。その
後に民主党はＦＩＴを発足させて再生可能エネ
ルギーを重視し、次に 2012 年 9月に「革新的
エネルギー・環境戦略」を策定した（13）。ここ
では 2030年に脱原発を目指し、再生可能エネ
ルギーの利用を増やすことを意図した。さらに
その流れに沿ったエネルギー基本計画が策定さ
れると見られ、閣議決定直前まで進んだが、最
終的には米国との調整が出来ず、閣議決定には
至らなかった（14）。
　12月の政権交代で登場した自民党政権はエ
ネルギー政策をゼロベースで見直すと宣言し、
しばらく期間をおいて 2014年 4月に「エネル
ギー基本計画」を閣議決定した。これらは「エ
ネルギー基本計画 2014」（15）として公表されて
いる。「革新的エネルギー・環境戦略」との違
いを見ると、次の点を上げることが出来る。
① 原発がすべて停止中で再稼働が不確定なため
か、将来に対する目標値の設定はなかった。
② 電源の種類を、ベースロード電源、ミドル電
源、ピーク電源と3種類に分けた。
③ 「再生可能エネルギーの導入を最大限加速し
ていく」と強調している。しかし太陽光や風
力は安定供給面、コスト面で様々な問題が存
在するとして、ピーク電源のピーク調整的な
役割を果たすこととなるとされている。
④  2030 年目標値の言及があり、2010年の基本
計画の目標値 21％を上回る水準とされた。
（2010 年の基本計画では再エネ中に約 10％
の既存水力が含まれているため、現在の再
エネの区分に従うと11％程度となる。）

⑤ 原子力については「可能な限り依存度を低減
させる」とされるが、「重要なベースロード

電源」　と明確に位置づけられている。
⑥ 原子力規制委員会の規制基準に適合した原発
は「再稼働を進める」としている。
⑦ 将来の原発規模は「安定供給、コスト低減な
どの観点から確保していく規模を見極める」
とし、将来的な脱原発は想定されていない。
　文章から受ける印象としては、再生可能エネ
ルギーは促進的に書かれているが、内容を見て
いくと実際には抑制的であり、原発は抑制的に
書かれているが、内容を見ていくと実際には促
進的に見える。これらの点については、後に再
考したい。

（3）電力自由化（16）

　今後の再生可能エネルギーの利用に大きい影
響を与える制度改革として、電力の自由化が進
行中であり、その概要を以下に述べる。
　福島原発事故で集中型の大規模電源に大きく
依存する電力システムの問題が明らかになっ
た。そこで、①出力変動を伴う再生可能エネル
ギーの導入を進める中でも電力の安定供給を実
現し、②そのような環境下でも電気料金を抑制
し、さらに③需要家の選択肢や事業者の事業機
会拡大を促すことを目的として、国は 2013年
4月に発送電分離を中心とした「電力システム
に関する改革方針」を閣議決定した。改革の内
容は次のようなものである。
第1段階　広域系統運用機関の設立
　震災後の電力需給から、広域系統運用は喫緊
の課題であり、2015年を目途に期間を設立し、
下記の業務を行う。
①広域の需給計画の策定
②連系線、広域送電線の整備計画策定
③系統の広域的運用
④需給逼迫時の需給調整等

第2段階　電気の小売業への参入の全面自由化
　2016 年を目途に現在は規制されている家庭
等への小売を全面自由化し、電力会社の自由な
選択と料金設定など、多くの新たなサービスを
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実現できるようにする。
① 顧客情報システムの小売業での利用法整備
等、競争環境の整備
② 取引の監視や競争状況をレビューする新規制
組織の設立
③卸電力市場の活性化
④供給力確保の新しい仕組みの創設

第3段階　法的分離による送配電部門の中立性
の強化と料金規制の撤廃
　2018年～ 2020年を目途に地域電力会社の送
配電部門を法的分離し、相互内部扶助が困難な
競争環境を整え、事態の進展とともに料金規制
を撤廃する。
　なお電力の自由化は、世界的には 1980年代
～ 1990年代にかけてのレーガン・サッチャー
時代の市場主義と民営化の一環で進展した。欧
州では 1990 年に英国、1991 年にノルウエー、
1998 年にはドイツで始まっている。日本では
部分的には大口事業者を対象に 1995年から段
階的に進められ、今回は地域独占と総括原価方
式の双方を止める大改革となる。

（4）地域の協働による再生可能エネルギーの
導入
　再生可能エネルギーは分散的に賦存している
地域資源である。これを地域のために使う運動
が進行している。前に市民・地域共同発電所に
ついて述べてきたが、その動きは 2000年以降
も継続している。持続社会形成にそぐわない化
石燃料や原発の電気を出来るだけ減らし、自分
たちでエネルギーを生産する市民運動が多く現
れている。ドイツやデンマークで進行している
市民・地域による発電所の建設を見本としてい
る。多くは母体となるＮＰＯ法人をつくり、そ
れを核として賛同者を募り、様々な資金調達の
方法で資金を集めて、市民・地域共同の発電所
を作っている。2002年以来毎年のように連絡・
研究集会として「市民共同発電所全国フォーラ
ム」が開かれ、討論がなされている。その際の

調査によると、必ずしも全数が網羅されている
わけではないが、2013 年には 458 件から回答
があり、2014年金沢でのフォーラムでは約600
の施設から回答があったという。ＦＩＴが始
まったので、各地での取組が進んでいる様子が
理解されるが、ドイツなどと比べるとまだまだ
少ない。大方が太陽光発電で、風力発電、小水
力発電もある（17）。
　最近はこれらの団体を恒常的に連携させる組
織として、「ご当地エネルギー協会」や「市民
電力連絡会」が形成され、具体的な発電所建設
の指導を開始している。
　これらの市民発電所の中には、例えば「会津
電力（株）」や「ほうとくエネルギー（株）」の
ように市民ファンドで相当の資金を集め、メガ
ソーラーやより規模の大きい発電所を建設して
いるところもある。嚆矢となったのは飯田市の
「おひさま進歩エネルギー（株）」で、これらの
場合には域外へ流出する石油や電力の出費を域
内に呼び戻して循環させ、域経済の活性化と地
域起こしを図ることも、エネルギー問題の解決
とともに意図している。そして自治体も連携し、
再生可能エネルギーの開発に関する条例を制定
し、地域のために再生可能エネルギーを活用し
ていく宣言をしている。ＦＩＴの発足は単にエ
ネルギー供給を増やすと言うことだけではな
く、市民が払った賦課金が、営利目的の再生可
能エネルギー事業者の利益になるのとは異な
り、実は公共的に市民生活に還元する場合もあ
ることも示している。これは社会レベルで見る
と、直面している社会問題を解決する有力な方
法になり得る訳で、その側面の社会効果が特に
注目されている。

2．ドイツと比較した日本の位相
2．1．再生可能エネルギーにおける日本の現
状
　これまで述べてきた日本の導入の経緯の結果
として、日本がどの様な状況にあるのかを表
2-1 に示す。日本の電力量に占める比率は現時
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点でもまだ微量である。固定価格買取制度が始
まってこれからの成長が期待できるところでは
あるが、あまりにも小さいので何とも言い難い
ところである。他方で同表に示すドイツの場合
は順調に成長しており、既に電力のエネルギー
源としては最大の割合を占めるようになってい
る。2014年値は 25.8%であった。
　日本の現状からドイツを見ると、将来の再生
可能エネルギーの有望さを十分に感じさせるも
のである。また再生可能エネルギーの立地環境
との点では、本来的に日本の方がドイツより有
利であると見る人は多い。とするとなぜこの様
な差が生じたのか、今後はどの様に推移しうる
のか、この様な点にも関心が持たれるものであ
る。そこで以下では、ドイツと日本のこれまで
の再生可能エネルギー導入の経緯を項目立てて
比較検討する。ドイツについては文献（18）の、
日本については本論文1．の導入経緯で述べて
きた内容をコンパクトにまとめ、そのような事
態が出現ないしは実現せしめた要因を抽出する
こととする。項目としては、再生可能エネルギー
の進捗を左右する項目として、再生可能エネル
ギー促進策、電力自由化、エネルギー計画、原
子力発電を取り上げた。

2．2．再生可能エネルギー促進の政策
（1）ドイツ
　1990 年から始まった電力供給法の序走があ
り、さらに類似したアーヘンモデルが複数の自
治体で実施され、それと脱原発・脱化石燃料が
政治意識化される中で、2000 年にドイツの再
生可能エネルギー法 (固定価格買取制度）は始
まった。そして多くの市民・地域の事業参加を
経て、それぞれの時点の目標を上回るペースで

成長を続けている。
　地球温暖化対応で再生可能エネルギーを最大
限活用するために、再生可能エネルギーの優先
利用と電力系統への優先接続を実現している。
　成長・市場の拡大とともに、2004 年頃から
は特に補償金（固定価格）の大きかった太陽光
発電のコスト低下が始まり、急速に普及し、市
場拡大と補償金の逓減の好循環プロセスを作
り、それに応じて、再生可能エネルギー法は毎
年または隔年で見直されていく。
　そして 2009年法から市場実勢での供給に近
づける市場統合の方法として、市場販売が始ま
る。その後に順調な成長があるが、賦課金の増
加が顕著になってきたため、補償金なしでの直
接販売も出始め、市場実勢価格にソフトラン
ディングさせる政策が強まっている。
　賦課金の高騰で市民の不満が高まってはいる
が、他方で地球温暖化対応と脱原発への市民意
識は強く、この市民意識が政治的な力となり、
エネルギーベンデの中心となる再生可能エネル
ギーの普及を支えている。

（2）日本
　日本の再生可能エネルギーの本格的な育成が
始まったのは 2012年 7月の固定価格買取制度
以降である。それ以前は補助金を中心とした育
成策があり、太陽光発電や風力発電が導入され
た。太陽光発電は住宅設置が中心であり、それ
ほどに規模が大きくはならなかったので問題と
はならなかったが、風力発電は規模が大きくな
り、そこですぐに直面したのが地域電力管内で
の導入枠と系統接続条件である。地域電力会社
は垂直統合の独占事業であるため、本来的に電
力の相互融通の必然性が弱い。このために需要

表 2-1　全発電量中の再生可能エネルギー電力の比率（％）（注 1）

年 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

日　本 0.8 0.9 0.9 1.0 1.1 1.2 1.4 1.6 2.2

ドイツ 10.0 - - - - 16.6 20.2 22.8 23.9

　（出所）日本：資源ｴネルギー庁（15）、ドイツ：ドレスデン・ファイル
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の小さいで電力会社では、風力のような変動電
源を取り込む枠が小さくなり、概して利用は困
難となる。変動電源の取り込みの必然性が弱け
れば、経験もないところから、余計にその枠は
小さくなるであろう。系統接続では、費用は再
エネ事業者の負担となるが、それが大きいと事
業は困難となる。この様に系統への接続が一貫
して問題であった。
　ところで固定価格買取制度が始まった後に、
非常に急速に成長したのは、太陽光発電、特に
メガソーラーである。当時のドイツと比較すれ
ば、買取価格がかなり高く、しかも規模の差が
ないに近く設定されていた。このために過大な
利益が得られる点が急増の原因と見られる。施
設当たりで住宅用の数百倍から千倍程度の規模
が多く計画され、次々と認定されたが、ここで
出てきたのが電力会社による接続拒否問題であ
る。問題の背景は 20年余り前に直面した導入
枠の問題と同じで、これが依然として解決して
いない。系統接続の費用負担についても、同様
に問題指摘がなされており、これもほぼ同様な
状況と見られる。この問題は、ドイツの様な優
先接続は日本には成立していないことと（19） （注
2）、垂直統合の地域独占会社が相互融通を抑制
している点にある。
　前述したように、2014 年にはドイツは電力
の 25.8％を再生可能エネルギーで賄っている。
この中では風力発電や太陽光発電などの変動電
源の大量導入が含まれている。ところで変動電
源の大量利用が成立するためには、広域で電力
を融通・緩和する必要があり、日本の様な地域
独占会社による電力体制は適合しにくい面を持
つ。従って地域独占体制下では再生可能エネル
ギーの導入は抑制されることになる。
　これらの問題が長年にわたって存在し続ける
理由は、これらの問題を突破する政治的取組が
ないためである。ドイツとの大きい違いには、
再生可能エネルギーへの期待の源泉となってい
る市民の強い脱原発指向と温暖化ガス削減指
向、それと次に述べる電力自由化の進展がある。

2．3　電力自由化
（1）ドイツ
　ドイツの電力の自由化は 1998年の小売の完
全自由化に始まり、2000 年には発送電分離の
法的分離がなされた。これは垂直統合の地域電
力会社を、持ち株会社のもとで子会社として分
割し、子会社間の相互扶助を無くし、公平性と
透明性を実現しようとするものである。しかし
法的分離では不充分で、その 10年後に送電会
社の所有権分離を行い、その前後数年のうちに
送電会社は別会社に売却されている。これで垂
直統合は完全に解体された。これらの発送電分
離の過程で広域の送電線を接続する広域連携が
強化され、変動する再生可能エネルギー電源の
系統での利用を促進している。そして国際間も
含めて卸売市場での電力取引が行われている。
なおＥＵは電力自由化指令の中で温暖化対策の
ための再生可能エネルギーの取り込みを目的の
1つに挙げている。

（2）日本
　他方で日本では、大口顧客の自由化は従来か
ら進めてきているが、2016 年に小売が自由化
され、市民は発電会社や電力の種類の選択、さ
らには時間帯別料金など、従来より多様な選択
が実現され、ピーク電力を緩和する効果も期待
されると見られる。その後に発送電分離では法
的分離が2018～ 2020年にかけて行われること
になっている。この発送電分離に向けて地域電
力会社間の系統連携の強化が図られ、広域の送
電網が整備されていく。その進行とともに風力
発電や太陽光発電などの変動電源の受入枠の問
題は緩和され、受入の度合が高まるものと見ら
れる。しかしドイツと比べると、この点では制
度としては20年近くの遅れと言うことになる。

2．4　エネルギー計画
（1）ドイツ
　ドイツのエネルギー計画は現時点では、エネ
ルギーベンデと呼ばれる。2022 年に原発の運
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転を終了し、かつ化石燃料も減少させつつ、次
の目標を実現しようとするものである。電力の
再エネ比率は、2020 年 35％、2030 年 50％、
2040年 65％、2050年 80％となっている。これ
は 2010年に決めた値である。脱原発も実質は
2002年に決めている。その意味ではエネルギー
ベンデは定着し、今後の再エネの拡大挑戦に関
心が持たれる。
　ＥＵは温暖化対策を優先的に取り上げ、各国
が目標を設定して世界をリードしている。ドイ
ツは代表格で、その方針と目標の元で再エネ開
発を進め、しかも常に目標を超える成果を上げ
て来ている。再エネ比率の目標から分かるよう
に、最も優先的に採用しているのは再生可能エ
ネルギーであり、それに原子力が加わり、化石
燃料電力は将来は調整電源になりつつある。こ
の取り込みの順から分かるように、既に「ベー
スロード電源」の概念はなくなっている（20）。
または再生可能エネルギーがベースロード電源
である。変動電源の広域での調整が、蓄電機能
がなくてもこの様な事態を可能としていること
は注目される。
　もう一つ、エネルギーベンデは国の号令だけ
でなく、国民運動を標榜して推進され（21）、多
くの市民の参加を得ていることも注目される。

（2）日本
　日本では福島後に民主党政権が素案として
2030 年脱原発の計画を作ったが、政権交代後
の自公政権はそれを見直すことを宣言し、2014
年に公表されたエネルギー基本計画では量的な
目標は示さず、最近は 2015年の夏に公表する
との予定が出されている。これは原発の再稼働
の実績を見た上での公表と言うことになるであ
ろう。ただしエネルギー種別の目標はないもの
の、各エネルギーの役割は定義している。これ
まで「可能な限り縮小していく」と説明されて
きた原子力は、石炭などとともに「重要なベー
スロード電源」として位置づけられて、最も優
先されることになる。次の「ミドル電源」は天

然ガス・ＬＰガス等で、ある程度の調整が必要
とされる。「導入を最大限加速していく」とさ
れた再生可能エネルギーの主力である太陽光発
電と風力発電は次の「ピーク電源」に位置づけ
られている。定性的な説明とは裏腹に、実際に
は調整電源がその役割と言うことである。この
様に見てくると再生可能エネルギーはドイツと
は全く逆の位置づけとなり、対称的な認識と
なっている。実質の期待度合いは高くないとい
うことだが、原発を優先するためにドイツを含
む再生可能エネルギー先進国の動向に逆行した
というように理解される面がある。

2．5　原子力発電
（1）ドイツ
　ドイツには 40年以上にも及ぶ長い反原発運
動と反核運動があり、その結果が政治力となっ
て脱原発を 2022年に実現する状況になってい
る。ドイツの周辺ではデンマーク、オーストリ
ア、スイス、イタリアと脱原発宣言をしている
国々は多い。これらの国々でも、政府は原発推
進で動いたものの、市民の反原発運動の結果と
して、脱原発を宣言せざるを得なくなっている。
その意味ではドイツは突出した存在ではなく、
近隣国と同様に市民運動の結果として脱原発が
実現されると言うことである。
　メルケル首相の委託を受け 2011年 5月に出
された「安全なエネギー供給に関する倫理委員
会」の委員であったミランダ・シュラーズは脱
原発の勧告に至る論理の一端を次のように説明
している（21）。
　「私たちが議論したのは、原子力エネルギー
と放射性廃棄物のリスクを、誰が担うのかとい
う問題です。もし原子力が安全ならばば、なぜ
多くのエネルギーを消費している人口の中心地
から遠く離れた田舎に、原発が建設されるので
しょうか。このことが意味するのは、農村に住
む人々の生命の価値は、都市の人々と異なる扱
いを受けるということなのでしょうか。
　私たちは考慮したのは、放射性廃棄物に関連
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した多くの未解決の問題の扱いが、将来の世代
に残されているという問題です。そして、将来
の世代に未解決の問題を残しながら、エネル
ギー多消費の生活スタイルを今日楽しむことが
正しいのかどうかという疑問です。」
　つまり原発運転の甚大な事故リスクと同時
に、地域間と世代間に現存する原発のリスクに
対する差別という倫理的問題をどの様に考える
べきかという問題設定である。また脱原発が再
生可能エネルギーでカバーできる可能性があ
り、持続可能な経済を支える技術・産業・雇用
を作り、新たな持続可能な経済社会を作るため
には有効であるとの判断であった。また彼女は、
何故に倫理委員会なのかと言う点については、
次のように説明している。
　「特定の政策や経済的選択にともなう倫理的
次元の問題が、キリスト教会やNGOなど社会
団体や政党、そしてメディアによって十分検討
されなければならないということが、ドイツ社
会では、よく受け入れられているのです。これ
はおそらく、ドイツの文化を背景にしているも
ので、政策に十分な倫理的配慮伴わなかったド
イツの暗い過去の教訓から出発していると思わ
れます。」
　第二次世界大戦の加害の反省をもとに市民が
積極的に発言し、行動するドイツ社会の一側面
を示している。また委員会はエネルギーベンデ
を市民参加の国民的運動として進めることを勧
告している。この様にして脱原発は大手電力産
業から強い反対を受けたが、脱原発の法案は圧
倒的多数で議会を通過している。

（2）日本
　他方で日本では、反対世論は政治的力になる
ことはなく、政府は再稼働を進めており、それ
と軌を一にして原発輸出の方策が進められ、ま
た報道によると次のような検討が進行中であ
る。
① 固定価格買取制度で太陽光発電の接続拒否の
問題が発生したが、今後の受入枠については、

これまでの 30年間の原発の稼働実績を除い
た枠が用意されるとのことで、福島以前と同
様な原発の稼働枠が優先されることになる。
② 現時点で廃炉候補の原発については、廃炉後
の新設促進を意図した施策が検討されてい
る。
③ 政府は従来から一貫して「原発は安価」と言
い続けてきたが、実態は異なるようである。
電力自由化が進むと、利用者は電源を選択で
きるようになり、電力の価格競争力が問題と
なる。そのような競争市場が原発に厳しくな
る可能性が見込まれるため、例えば超過する
廃炉費用を送配電会社の託送料に上乗せし
て、すべての電力利用者から徴収するとの案
が検討されている。

　この様に見てくると、原発回帰は明確である。
しかし選択の論理は混沌としているように見え
る。先進国では安全性を高めるためには原発は
高コストになり、電源候補としては選択がされ
にくくなっている。他方で最近の新聞報道によ
ると、太陽光発電すら化石燃料に代替して、商
用電力源に利用され始めているとのことである
（22）。市場が拡大するとともに、その傾向はさ
らに強まるであろう。世界的に見て、再生可能
エネルギーの市場拡大と投資額の拡大は最も顕
著で、次世代のエネルギー源としての確実性は
高まっている。
　にもかかわらずこれらのコストを中心とした
動向を無視し、原発に依存し続けるとすれば、
その理由はエネルギー問題解決とは限らない。
可能性は3つある。
　1つは今後の途上国市場に日米原子力産業が
連携して参入するために、国内を止めるわけに
は行かないとの理由である。
　2つ目は安全保障で核の傘に関係する。核の
平和利用はしばしば軍事利用と表裏一体であ
り、核兵器のために原発を導入するのは世界で
散見される事実である。日本の漁船が米国のビ
キニ水爆実験で被爆し、沸き起こった日本の核
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アレルギーを中和し、核の傘を有効にするため
に、米国が原子力発電所の日本立地を推進し、
読売新聞が原子力平和利用のキャンペーンを張
り、当時の社主の正力松太郎氏が科学技術庁長
官となって、導入の役割を果たしたとの過去が
ある。日本は唯一の被爆国として核アレルギー
が強いとされているが、他方では米国の核の傘
で安心している人々が多いのも事実である。こ
の様な状況では、核の傘を維持する米国とそれ
に呼応する政府高官は、原発を放棄して日本の
核アレルギーがより強まることを嫌う可能性は
強い。
　3つ目は核兵器保有能力である。政府高官に
は日本の核武装の可能性を捨てることを嫌う人
もいる。その人たちにとっては、核兵器材料を
保持するための原発や再処理の維持は不可欠で
ある（14）。このためにはコストは必ずしも重要
な問題ではなくなる。
　ドイツは市民運動を起点として反原発を進

め、原発の危険性と倫理的な問題の解決、市民
参加を重視した再生可能エネルギーの加速のた
めに脱原発を進め、地球温暖化対応も含めて持
続可能な将来社会の開発に積極的に踏み出して
いる。国の難事業に挑戦し、次世代を切り開い
ていく論理と気概が主張されている。
　これと比べると日本には、国民を納得させる
論理が見えない。ドイツに見えた、今後の人間
社会の未来への理念は見えない。経済的必要性
は従来と同様に主張されるが、その根拠は揺ら
いでいる。原発再稼働に関する安全性すら、多
くの不満が主張されている。様々な面で説明責
任は果たされているようには見えない。国民は
この様な状況を不満に思っているが、その不満
が政治的な力にはならない。基本的にはこの辺
がドイツと比較すると最も異なる点であるよう
に見える。主張する市民パワーの不足というこ
とになる。

表 3-1　再生可能エネルギー普及を左右する要因

ド　イ　ツ 日　　本
2.2　再生可能エネルギー促進策

① 反原発、反地球温暖化の市民運動が強く、再エネ事業
への市民・地域参加が多い。
② 温暖化対策のために再エネの取り込みを優先しており、
系統接続も優先している。
③再エネの導入が進むと商用への統合化が必要。
④ 固定価格買取制度は超過利潤を生みやすいので、最適
さ実現には頻繁調整が不可欠。

① 送電系統への導入枠が常に制約となる。垂直統合の地
域電力体制が再エネ増にはネック。
② 系統接続での可否と費用負担がしばしば問題となる。
再エネ利用は必ずしも優先されない。
③地球温暖化対応が特に重視された訳ではなかった。

2.3　電力自由化
① 発送電分離で広域の系統連携が進み、電源変動を広域
で緩和可能となり、再エネの利用が進展。

① 発送電分離は今から 3̃5 年後でドイツから約 20 年遅れ。
導入制約は続く。

2.4　エネルギー計画
① ドイツは地球温暖化対応と脱原発で再エネを最優先し
ている。日本的に言えば再エネがベースロードである。
② ドイツは国民運動として、エネルギーベンデを推進し、
市民の参加を得ている。

① 他方で日本は原発・石炭をベースロードとして最重視
している。
②再エネの主役である風力と太陽光は調整電源である。
③持続可能エネルギー源を重視しているわけではない。

2.5　原子力発電
①脱原発は再エネを促進する。
② 原発が持つ倫理的問題の解決と持続可能な次世代の実
現が脱原の論理
③ 原動力は市民運動で、それが政治的力となって、脱原
発を推進。

① ドイツと反対に現政権は再稼働を進め、福島前と匹敵
する原発依存を実現する動きにある。
② 反原発意識は政治的力とはならない。反原発の市民意
識は弱い。
③ 経済問題とは別に、安全保障面の役割を期待する可能
性もある。
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3　考察
　2．2～ 2．5の 4項目について、再生可能エ
ネルギーの普及を左右する要因を抽出して、ド
イツと日本を比較する形で表3-1に示す。これ
らの要因が全体として、3．1で示した差を作
り出したと考えているが、これらの要因は重複
するものも多い。
　結局は全般的な傾向からドイツの進展を支え
た要因をまとめるとすれば、次の3項目が該当
する。
① 反原発、反地球温暖化に関する市民意識と運
動、事業参加
②それを反映した政府の脱原発・脱温暖化政策
③広域連携を実現する電力自由化の進展
  同様に日本が何故進展しないのかの要因をま
とめるとすれば、次の4項目が該当する。
①地域独占の垂直統合電力体制の継続
②地球温暖化への政府の取組が弱いこと
③日本の原発重視姿勢
④ 反原発・反地球温暖化の市民意識はあるが、
それが政治的力にならない。

　この様な諸要因からドイツと日本の再生可能

エネルギーの普及差が現れたことを理解する
と、ドイツに準じる様な日本の再生可能エネル
ギーの普及は、なかなか難しいものである。再
生可能エネルギー環境がドイツより恵まれ、か
つキャッチアップが得意な日本が、その努力を
開始してある期間で追いつける、と言うわけに
は行きそうにない。
　さして再生可能エネルギー導入量が大きくな
かった時点でもネックであり続けた地域独占体
制は電力自由化で5年程度の後には消えるとし
ても、自由化後も電力会社の中心は現在の電力
会社であり、原発を国策的に扱う仕方が継続す
れば、再生可能エネルギーの量的な枠は長期的
には制約される。
　これらの点を考慮すると、日本とドイツの差
を作り出している要因は、大きく見ると2つに
絞ることが出来る。それは「温暖化ガス削減努
力」と「原発依存」である。
　温暖化への対応姿勢の差は図3-1で大筋を知
ることが出来る。同図は 1990年以降の両国の
温暖化ガスの排出を示すものである。これを見
ると両国の違いがよく分かる。ドイツは温暖化
ガス削減努力を継続し、京都議定書の目標を実

図 3-1　温暖化ガス排出量（百万トン）
出所：ドイツ：ドレスデン・ファイル、日本：環境省
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現し、次世代の持続社会と持続経済の実現を意
図して、積極的に努力している。2020 年は
1990 年比で 40％の削減である。その一環とし
て再生可能エネルギーを積極的に取り込んでい
る。
　他方で日本は経済競争上の不利を理由に温暖
化ガス削減努力を放棄している。日本は京都議
定書の第一約束期間（2008～ 2012年）の目標（90
年比－ 6％）を森林吸収と京都メカニズムによ
る海外クレジットの利用で達成した。その後に
第二約束期間は「途上国が参加しない削減努力
は無意味」と離脱し、自主努力を主張した。し
かし実質的な削減努力はほとんどして居らず、
さらに多数の石炭火力を近未来に稼働させる方
向で進めており、2015年 12月のＣＯＰ２１パ
リ会議でどの様な 2020年目標を主張できるの
か、関連するＮＧＯは苦言を呈している状況に
ある（23） （注 3）。これがマクロに見た双方の差
である。この差は再生可能エネルギー政策全般、
さらにはエネルギー政策全般に影響している。
　それでは温暖化ガス削減努力と原発依存が再
生可能エネルギーの利用を左右するとすれば、
将来は何が主要な電力のエネルギー源になるの
だろうか。それをイメージ的に示したのが表
3-2 である。同表でＡは現状である。Ａから何
処へ向かうのか。
Ｂ： 削減努力が小さく、原発依存が大きくなれ
ばＢ (原発、化石 )である。しかし国際的
に進展する削減努力の中で、小さく留まり
続けるのは困難だろう。日本は外圧には弱
い。

Ｃ： 原発依存が小さく､ 削減努力が大きくなれ
ばＣの再生可能エネルギーである。エネル
ギー政策は様々な変更を受けて、ドイツと
同様な方向に進むこととなろう。

Ｄ： 原発依存が大きく､ 削減努力が大きいのが
Ｄで、この場合は原発と再生可能エネル
ギーである。

　イメージではあるが、大きくはＣへ行くのか、
Ｄへ行くのかの2つの方向がある。ところでこ
の 2つを規定する主な要因はと言うと、「温暖
化ガス削減努力」と「原発依存」で、ドイツの
場合には「温暖化ガス削減努力：大」、「原発依
存：小」である。さらに今まで述べてきたよう
に、要因をそうあらしめたのは市民の意思・市
民運動とのことである。家庭用電気料金の高騰
をもたらしているとしても、脱原発・脱温暖化
を目指すエネルギーベンデへの市民の賛意は8
割を超える状況にある（24）。
　その観点から日本の現状を見ると、国民の大
多数が原発に反対しても、それが脱原発の政治
力にはならず、原発は着々と復活の道を歩んで
いる。温暖化ガス削減努力に至っては、外圧以
外に政治課題にはなりそうにない。結局は国民
意識または市民意識の強弱が双方の路線差を作
り出していると言うことで、日本がＣに向かう
のは、現状では難しそうな状況にある。
　ドイツ滞在中に数名の環境市民から聞いた言
葉、「政府に期待すればやってくれる、と言う
ようなことはない。市民が要求して行動して、
はじめて政府は動く」が象徴的な響きを持って
理解される。
　ところで終わりに1つ加えておきたい。日本
では「ドイツのエネルギーベンデは失敗である」
と主張する識者が多い。反対論の理由は、電力
料金の上昇である。高コストが問題であり、もっ
と低コストでなければならないと主張する。地
球温暖化への対応や原発リスクの問題は無視さ
れる。無視するから反対論が正当化されるのだ
が、経済効率一辺倒の人々が、ビジョンと経済
の両立で挑戦する人々を批判しているところが

表3-2　将来の主要エネルギーイメージ

原発依存

小 大

削
減
努
力

小
Ａ（現在）
化石燃料

Ｂ
原発
化石燃料

大
Ｃ
再エネ

Ｄ
原発
再エネ
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この姿である。
　ところが主張の立場・背景となると、概して
別の意図が見えてくることも多い。発言者は概
して反再生可能エネルギー派の産業・組織・関
係者であったりする。再生可能エネルギーは原
発と代替関係にあるが故に、原子力ムラの場合
と類似しているように見える。大手メディアも
この傾向を示している様に見える。再生可能エ
ネルギー先進国の状況をあまり伝えることはな
いようで、人々の認識が曇らされている。日本
は再生可能エネルギーの十分なポテンシャルが
ありながらも、利用では先進国から著しく遅れ、
世界の趨勢から隔離されている状況が人々に認
識されていない。日本では有効な「変動電源故
の利用難」言説は、再生可能エネルギー先進国
では、実態的にはすっかり過去のものとなった。
このことが引き起こす問題は大きい。
　最後に、本研究の実施に際しては、文教大学
情報学部佐久間勲准教授からご助力を頂いた。
その点に謝意を表したい。

（注1）統計の構成上から、ドイツの値には3％
前後の水力が含まれているが、日本の値には含
まれていない。ただしこの点は増加傾向を見る
際はほとんど影響しない。

（注 2）系統増強費用の負担で、ドイツは系統
事業者の負担の大きい "shallow" 方式を採用。
日本は再生可能エネルギー事業者の負担が大き
い "deep" 方式を採用している（19）。

（注 3）全てが建設されると 2020 年には 35基
以上、1500 万 KW以上となり、CO2排出量は
１億トン／年以上も増加するとされる。
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